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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第47期

第１四半期連結
累計期間

第48期
第１四半期連結

累計期間
第47期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高（百万円） 40,039 37,300 217,232

経常利益（百万円） 863 794 5,124

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益（百万円）

928 471 4,049

四半期包括利益又は包括利益（百万円） 958 608 4,349

純資産額（百万円） 26,353 29,851 29,580

総資産額（百万円） 53,597 56,330 59,893

１株当たり四半期（当期）純利益金額
（円)

41.04 20.83 178.91

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期)
純利益金額（円）

40.56 20.55 176.16

自己資本比率（％） 48.8 52.5 48.9
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策により企業収益や雇用情勢に改善の動きが

みられること等、緩やかな回復基調が続きました。

当社グループの属するエンタテインメント業界におきましては、少子化や消費者ニーズの多様化、ソフト配信

やスマートフォン向けゲームの影響によるパッケージ市場の低迷等、依然厳しい状況で推移しております。

このような状況の中、当社グループでは当期より第７次中期経営計画「ＣＡＰ１７」をスタートさせました。

全社基本方針として「流通事業の更なる成長拡大とメーカー事業の選択と集中を図る」を掲げ、更なる成長・発

展を目指してまいります。

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績につきましては、市場を牽引するような商材の不足や

利益率の高い当社オリジナル商材において目立ったヒットがなかったことにより売上高、利益ともに低調に推移

いたしました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は373億円（前年同期比6.8％減）、営業利益は７億７千９百

万円（同6.3％減）、経常利益は７億９千４百万円（同8.0％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億７

千１百万円（同49.2％減）となりました。

　

セグメントの業績は次のとおりであります。

　

①玩具事業

中核事業であります玩具事業につきましては、当第１四半期連結累計期間においては、好調だった前年同期に

は及ばなかったものの、定番商材を中心に順調に推移いたしました。

この結果、売上高は152億１千９百万円（前年同期比7.3％減）、セグメント利益は５億３千２百万円（同8.8％

減）となりました。

　

②映像音楽事業

映像音楽事業につきましては、インターネットを利用したソフト配信の影響により、パッケージ市場全体が低

調に推移している中、当社グループにおきましても売上高は低調に推移いたしました。また、利益面に関しまし

ても利益率の高いオリジナル作品において目立ったヒット作がなかったことにより前年同期を下回りました。

この結果、売上高は86億１百万円（前年同期比17.7％減）、セグメント利益は２千３百万円（同75.9％減）と

なりました。

　

③ビデオゲーム事業

ビデオゲーム事業につきましては、パッケージ市場において一部ヒット商材に恵まれ、当社グループの売上高

は前年同期を上回り、利益面におきましても改善傾向で推移いたしました。

この結果、売上高は80億１千８百万円（前年同期比13.0％増）、セグメント損失は５千８百万円（前年同期は

セグメント損失１億１千４百万円）となりました。

　

④アミューズメント事業

アミューズメント事業につきましては、売上高は好調だった前年同期には及ばなかったものの、利益面におき

ましては、前年同期に発生したキッズカードゲーム機における新型筐体の投資がなかったこと等のため、順調に

推移いたしました。

この結果、売上高は54億５千９百万円（前年同期比10.2％減）、セグメント利益は５億７千３百万円（同3.9％

増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末に比べ35億６千２百万円減少し、563億

３千万円となりました。これは主に、流動資産の減少37億２千８百万円によるものであります。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末の負債につきましては、前連結会計年度末に比べ38億３千４百万円減少し、264億

７千８百万円となりました。これは主に、流動負債の減少37億８千２百万円によるものであります。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末の純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ２億７千１百万円増加し、298

億５千１百万円となりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益計上による利益剰余金の増加４

億７千１百万円及び剰余金の配当による利益剰余金の減少３億３千９百万円によるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループは、2015年度より３ヵ年計画の第７次中期経営計画を策定し、基本方針として「流通事業の更な

る成長拡大とメーカー事業の選択と集中を図る」と掲げました。

当計画の基本戦略は以下の通りであります。
　

基本戦略１　（流通事業）

ビジネスユニットの強みを活かし、継続的な成長と事業領域の拡大を図る

当社グループが展開する各事業の市場環境に応じて、当社グループの強みを最大限活かし、中間流通業とし

て持続的かつ収益性のある成長を実現してまいります。

　玩具事業では、業界最大手の中間流通としてのノウハウを活かし、新たな商品領域を切り開いてまいりま

す。アミューズメント事業は、全国オペレーションネットワークを活かし、新たなロケーションの開発やビジ

ネスモデルの創造に挑戦してまいります。また、映像音楽事業やビデオゲーム事業においては、メーカー各社

様との連携をさらに強化し、中間流通としてのシェア拡大を図り、利益額の確保を目指してまいります。
　

基本戦略２　（メーカー事業）

優位性のある市場へ集中することで収益の改善を図り、新たな成長ステージを目指す

当社グループでは、映像音楽、ゲーム、玩具等の各分野において、メーカー事業として幅広く商品を展開し

てまいりました。さらなる収益の改善を図るため、映像音楽はアニメを中心に投資を集約するなど、各分野に

おいて当社グループが優位性を発揮できるカテゴリーを見定め、選択と集中を図って投資するとともに、人材

育成を中心とした基盤を作ることにより、安定した利益が創出できる事業へと変革してまいります。
　

基本戦略３　（管理運用システム）

経営・事業環境の変化に対応する為、様々な仕組みの改革を推進する

流通事業、メーカー事業の戦略を実現するため、基幹システムの整備や物流体制・機能の高度化を図り、グ

ループ全体の効率性と生産性の向上を追求してまいります。

　また、組織運用や人事制度の変革をはじめとした経営管理の仕組みを進化させることにより、当社グループ

の経営資源を効率的に活用し、ステークホルダーの皆さまに利益を還元できる体制を構築してまいります。
　

以上の基本方針・基本戦略を推進し、更なる成長・発展を目指してまいります。

 
(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループを取り巻く市場環境は、少子化や消費者ニーズの多様化、ソフト配信やスマートフォン向けゲー

ムの影響によるパッケージ市場の低迷等、今後とも厳しい状況が続くと予測されます。

当社グループといたしましては、流通部門において各ビジネスユニット・子会社の強みを活かし新たな商材・

新たな売場の獲得を図り、市場シェアの拡大を目指してまいります。

　また、メーカー部門におきましては、各ビジネスユニットにおけるプロダクト・ポートフォリオの見直しを行

い、選択と集中を図ることで収益基盤の構築を目指してまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

　　普通株式 64,000,000

計 64,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 24,050,000 24,050,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 24,050,000 24,050,000 － －
 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年４月１日～
平成27年６月30日

－ 24,050,000 － 2,751 － 2,775
 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

① 【発行済株式】

  平成27年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 1,413,300
 

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,583,000
 

225,830 ―

単元未満株式 普通株式 53,700
 

― ―

発行済株式総数 24,050,000 ― ―

総株主の議決権 ― 225,830 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成27年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）
株式会社ハピネット

東京都台東区駒形
二丁目４番５号

1,413,300 ― 1,413,300 5.87

計 ― 1,413,300 ― 1,413,300 5.87
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

 

第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 15,867 16,684

  受取手形及び売掛金 25,682 20,354

  たな卸資産 6,746 8,176

  その他 4,154 3,506

  貸倒引当金 △1 △0

  流動資産合計 52,449 48,721

 固定資産   

  有形固定資産 688 654

  無形固定資産 854 907

  投資その他の資産 ※  5,900 ※  6,047

  固定資産合計 7,443 7,609

 資産合計 59,893 56,330

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 20,118 19,670

  未払法人税等 1,038 54

  賞与引当金 775 378

  役員賞与引当金 121 －

  その他の引当金 16 15

  その他 4,886 3,055

  流動負債合計 26,957 23,174

 固定負債   

  退職給付に係る負債 2,528 2,510

  その他 826 793

  固定負債合計 3,355 3,303

 負債合計 30,312 26,478

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,751 2,751

  資本剰余金 2,775 2,784

  利益剰余金 23,999 24,131

  自己株式 △936 △906

  株主資本合計 28,590 28,761

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 678 815

  繰延ヘッジ損益 0 0

  その他の包括利益累計額合計 678 816

 新株予約権 310 274

 純資産合計 29,580 29,851

負債純資産合計 59,893 56,330
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 40,039 37,300

売上原価 34,479 32,264

売上総利益 5,559 5,035

販売費及び一般管理費 4,728 4,256

営業利益 831 779

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 19 30

 その他 13 14

 営業外収益合計 33 46

営業外費用   

 支払利息 0 0

 リース解約損 0 －

 貸倒引当金繰入額 － 30

 その他 0 0

 営業外費用合計 1 30

経常利益 863 794

特別利益   

 固定資産売却益 0 －

 投資有価証券売却益 3 －

 特別利益合計 3 －

特別損失   

 固定資産売却損 － 0

 固定資産除却損 0 0

 減損損失 46 －

 退職給付制度改定損 379 －

 特別損失合計 425 0

税金等調整前四半期純利益 441 793

法人税、住民税及び事業税 212 48

法人税等調整額 △699 273

法人税等合計 △487 322

四半期純利益 928 471

親会社株主に帰属する四半期純利益 928 471
 

EDINET提出書類

株式会社ハピネット(E02869)

四半期報告書

 8/15



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 928 471

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 30 137

 繰延ヘッジ損益 △0 △0

 その他の包括利益合計 29 137

四半期包括利益 958 608

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 958 608
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 
（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する

当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用

として計上する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につ

いては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の

四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の

期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。　

 
（四半期連結貸借対照表関係）

　※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

（平成27年６月30日)

投資その他の資産 68百万円 97百万円
 

 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 89百万円 78百万円
 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額
　

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月21日
定時株主総会

普通株式 305 13.50 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金
 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額
　

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月23日
定時株主総会

普通株式 339 15.00 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
玩具事業 映像音楽事業

ビデオ

ゲーム事業

アミューズ

メント事業
計

売上高        

  外部顧客への売上高 16,411 10,454 7,094 6,079 40,039 － 40,039

 セグメント間の内部

 売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 16,411 10,454 7,094 6,079 40,039 － 40,039

セグメント利益
又は損失（△）

584 97 △114 551 1,119 △287 831
 

(注) １．セグメント利益の調整額△287百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△287百万円が含ま

れております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社の総務部門等管理部門に係る費用であり

ます。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
玩具事業 映像音楽事業

ビデオ

ゲーム事業

アミューズ

メント事業
計

売上高        

  外部顧客への売上高 15,219 8,601 8,018 5,459 37,300 － 37,300

 セグメント間の内部

 売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 15,219 8,601 8,018 5,459 37,300 － 37,300

セグメント利益
又は損失（△）

532 23 △58 573 1,071 △292 779
 

(注) １．セグメント利益の調整額△292百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△292百万円が含ま

れております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社の総務部門等管理部門に係る費用であり

ます。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 
（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 41円04銭 20円83銭

 （算定上の基礎）   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 928 471

   普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益金額（百万円）

928 471

   普通株式の期中平均株式数（千株） 22,623 22,642

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 40円56銭 20円55銭

 （算定上の基礎）   

   親会社株主に帰属する
　　四半期純利益調整額（百万円）

－ －

   普通株式増加数（千株） 264 310

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月12日

株式会社ハピネット

取締役会　御中

 

東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   吉　　田　　光 一 郎   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   榎   倉   昭   夫   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   小   林  　　弥 　   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハピ

ネットの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日か

ら平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハピネット及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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